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１．法科大学院の概要

東京都文京区

（注）　法科大学院（研究科・専攻）の所在地とし、都道府県、市町村名まで記入してください。（東京特別区
　　　の場合は区名まで記入してください。）

（２）教育上の基本組織

大学・研究科・専攻名 東京大学法学政治学研究科法曹養成専攻

開　設　年　度 平成16年度

（３）所在地

（１）設置者

国立大学法人　東京大学
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（４）教育の理念及び目標、養成しようとする法曹像

教育の理念及び目標、
養成しようとする法曹像

【教育の理念及び目標】
国民や社会に貢献する高い志と強い責任感・倫理観を持ち、先端的法分野
や国際的法分野でも活躍しうる、優れた法律実務家を養成することを目的と
する。
【養成しようとする法曹像】
・「国民の社会生活上の医師」として、法律問題に表れた市民一人一人の悩
みを真摯に受けとめ，その信頼できる相談相手となり，問題の解決を助ける
使命感と専門的能力を備えた法曹を養成する。
・法の体系・理論・運用に関する基礎的・応用的知識を十分に習得するのみ
ならず、それらを複眼的に理解したうえ、法律問題や法の課題を解決するた
めに、自らの思考行動を発展させることのできる法曹を養成する。
・法の問題をその背景である人間や社会の問題とも関連させて、的確に把握
したうえ適切な解決を図ることのできる、広い視野と鋭い分析力をもった法曹
を養成し、また、社会経済のグローバル化・情報化によって急速に発展してい
る先端的・国際的法分野においても活躍できる法曹を養成する。

（注）　各法科大学院が個別に定める教育の理念及び目標については、公表しているものを記入してくださ
　　　い。
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２．教員組織

2 12 13 24

（注）１．　本文書作成年度の５月１日現在で記入してください。
　　　２．　科目別に延べ人数で記入してください。

商　法
民 　事
訴訟法

刑　法
刑 　事
訴訟法

2 2 6 8 3 3

７（４）

（注）１．　本文書作成年度の５月１日現在で記入してください。
　　　２．　括弧内には、内数で法曹としての実務の経験を有する者の人数を記入してください。
　　　３．　「専任教員」欄の「専」については法科大学院のみの専任教員数、「実・専」については実務家専
　　　　　任教員数、「実・み」については実務家みなし専任教員（年間６単位以上の授業を担当し、かつ、法
　　　　　科大学院のカリキュラム編成等の運営に責任を有する者）数を記入してください。

（２）科目別の専任教員数

法　　律　　基　　本　　科　　目
 

法
律
実
務

 
基
礎
科
目

 
基
礎
法
学
・

 
隣
接
科
目

　
展
開
・
先
端

　
科
目

憲　法 行政法 民　法

教　　　授 ４４　（　　） ６（６） ３（３） ５３（９）

48

准教授・
講師・助教

　　　３　（　　） ０（０） ４（４）

（１）教員数

区　　　分

専　　　　任　　　　教　　　　員
　　 兼担・
　　 兼任教員

専 実・専 実・み 合　　計
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３．教員課程及び教育方法

(162) 124 (280) 93単位

（注）１．　本文書作成年度に入学した学生に適用されるカリキュラムについて記入してください。「開設授業
　　　　　科目」欄には当該年度に開講されていない授業科目（不開講、隔年開講等）も含めてください。
　　　２．　当機構の定める法科大学院評価基準上の科目区分で記入してください。
　　　３．　法律基本科目において、公法系、民事系、刑事系の３つの科目に区分できない授業科目につい
　　　　　ては、法律基本科目の欄に「その他」を設けて記入してください。
　　　４．　「修了に必要な修得単位数」欄の単位数のうち「合計」欄に記載されるものは、修了要件単位数
　　　　　になります。
　　　５．　「修了に必要な修得単位数」欄の右欄には、基準２－１－５のただし書に該当する単位数及び複
　　　　　数の科目区分から修得する修了に必要な修得単位数を記入してください。

(64) 32 (64)

合　　　　　計 26 (66) 19 (52) 79

(62) 38 (92) 12単位

その他 32

(36) 21 (44) 4単位

展開・先端科目 9 (30) 29

12 (24) 10単位

基礎法学・隣接科目 2 (4) 1 (4) 18

1 (2) 　

法律実務基礎科目 4 (8) 8 (16)

4 (12) 12単位

その他 　 　 1 (2)

11 (32) 32単位

刑事系科目 4 (12)

(10) 10単位

民事系科目 11 (32)

備考

法

律

基

本

科

目

公法系科目 5 (10) 5

単位数 科目数 単位数 科目数 単位数 単位数

区　　　　分

開　　設　　授　　業　　科　　目
修了に必要な
修得単位数必修科目

選択必修
科目

選択科目 合　　　計

科目数 単位数 科目数

（１）開設する授業科目数・単位数及び修了に必要な修得単位数
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法文書作成 リサーチ、ライティング＆ドラフティング 2 必修 2単位

｢法情報調
査｣と｢法文
書作成｣は双
方とも｢リ
サーチ、ライ
ティング＆ド
ラフティング｣
にて学習可
能

法情報調査 リサーチ、ライティング＆ドラフティング 2 必修 2単位

｢法情報調
査｣と｢法文
書作成｣は双
方とも｢リ
サーチ、ライ
ティング＆ド
ラフティング｣
にて学習可
能

刑事訴訟実務の基礎 刑事実務基礎 2 必修 2単位

民事訴訟実務の基礎 民事実務基礎 2 必修 2単位

法曹倫理 法曹倫理 2 必修 2単位

区　　　　分
開　　設　　授　　業　　科　　目 修了に必要

な
修得単位数

備考
授業科目名 単位数 必修・選択等

（２）開設する法律実務基礎科目
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（注）１．　本文書作成年度に入学した学生に適用されるカリキュラムについて記入してください。「開設授業
　　　　　科目」欄には当該年度に開講されていない授業科目（不開講、隔年開講等）も含めてください。
　　　２．　開設していない区分については、「授業科目名」欄に「不開設」と記入し、「単位数」欄、「必修・選
　　　　　択等」欄及び「修了に必要な修得単位数」欄に「－」を記入してください。
　　　３．　法情報調査及び法文書作成については、当該教育内容を授業科目ではなく、ガイダンス等の方
　　　　　法で指導を行っている場合は、その旨を「備考」欄に記入してください。
　　　４．　「その他」欄には、上記区分に該当しない授業科目を、適宜行を追加して記入してください。

専門訴訟の領域実務 倒産処理研究 2 選択必修

その他 リサーチペイパー 2 選択必修

エクスターンシップ 不開設 - -

公法系訴訟実務の基礎 不開設 - -

2 選択必修

クリニック 法律相談クリニック 2 選択必修

模擬裁判 模擬裁判（民事）、模擬裁判（刑事） 2 選択必修

4単位

｢模擬裁判｣、
｢ローヤリン
グ｣、｢クリ
ニック｣、｢専
門訴訟の領
域実務｣、｢そ
の他｣の区分
については、
それぞれの
授業の中か
ら4単位分を
修了必要単
位として履
修。

ローヤリング
民事弁護研究、民事事実認定論、法と交
渉、国際契約交渉、法律相談クリニック
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（注）１．　当機構の定める法科大学院評価基準上の科目区分で記入してください。
　　　２．　「平成○年度」欄及び「平成（○－１）年度」欄には、変更のあった授業科目名、必修・選択の別、
　　　　　単位数を記入してください。
　　　３．　「変更内容」欄には、新規開設、統合、廃止、名称変更、単位数の変更や必修・選択の別の変更、
　　　　　その他変更のあった内容を記入してください。

基礎法学・
隣接科目

展開・先端科目

法律基本科目
・法律基本科目演習（行政法、民法S、
民法W、商法、刑法）
・必修科目　各１単位

平成２５年度
に遡及して廃
止した。なお、
当該科目の廃
止にあわせて
修了要件単位
数および必修
科目の単位数
も減ったため、
学生への不利
益はない。

法律実務
基礎科目

※（１）又は（２）において、前年度に入学した学生に適用されるカリキュラムと比較し
て、変更がある場合は、変更内容を以下の枠に記入してください。

区　　　　分 平成２５年度 平成２４年度 変更内容
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各授業科目の授業回数（単位）
（集中講義は除く）

１４～１５回（２単位）

（注）１．　各欄については、本文書作成年度の５月１日現在で、法科大学院として定めている一般的な方針
　　　　　を記入してください。
　　　２．　「その他」欄には、複数の授業形態を組み合わせている授業科目の授業形態の種類及び１単位
当
　　　　　たりの授業時間を記入してください。

１単位当たりの授業時間 15時間 15時間 15時間 15時間

１年間の授業期間

夏学期：４月４日から７月１８日
夏学期定期試験：７月２２日から８月４日（但し１年次のみ９月１日か
ら５日まで）
冬学期：１０月１日から１２月２２日、１月５日から１月２８日
冬学期定期試験：１月２９日から２月１２日

（３）授業時間等の設定

区　　分 講義 演習 実習 その他
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３年次
（最終年次）

44

（注）１．　長期履修については、適宜行を追加して記入してください。
　　　２．　解釈指針３－３－１－１（１）又は（２）に該当する措置がとられている場合には、その旨を「備考」欄
　　　　　に記入してください。また、（１）に該当する措置がとられている場合には、対応する授業科目名及び
　　　　　単位数を「備考」欄に記入してください。

１年次 34

法律基本科目「基本科目演習」（民法S、民法W、刑法、
商法、行政法の５科目、計５単位、１年次必修）を平成
25年度に廃止。

２年次 36

区　　分 単位数 備　　　　　　考

（４）履修登録単位数の上限
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４．成績評価及び課程の修了

点 ～ 点

点 ～ 点

点 ～ 点

点 ～ 点

点 ～ 点

点 ～ 点

成績評価における
考慮要素

筆記試験及び平常点による。ただし、受講者の少ない科目では、レ
ポート等の提出によって筆記試験に代えることができる。「Ａ＋」「Ａ」
「Ｂ」「Ｃ＋」「Ｃ－」「Ｆ」の６段階とし（2012年度以前に入学した学生は
「Ａ＋」「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」「Ｆ」の５段階）、「Ａ＋」は総数の概ね５％、「Ａ」は
「Ａ＋」を含めて概ね30％とする。

受講生が１５名以
下の授業には当該
基準は適用しない
こととしている。

C- 60 64

当該科目について最
低限の学習達成度を
示すが、なお相当の

努力を要する。

F 60

当該科目についての
学習達成度が著しく
低く再履修させる必

要がある。

B 70 79
当該科目について一
応の学習達成度を示
している。

C+ 65 69
当該科目について最
低限の学習達成度を
示している。

成績のランク分け
及び各ランクの分布

の在り方

A+ 90 100
当該科目についてき
わめて優秀な学習達
成度を示している。

A 80 89
当該科目について優
秀な学習達成度を示
している。

（１）成績評価の基準

区　　分 内　　　　　容 備　　考
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（注）１．　各欄については、本文書作成年度の５月１日現在で、法科大学院として定めている一般的な方針
　　　　　を記入してください。
　　　２．　規則等で例外等を定めている場合は、その旨を「備考」欄に記入してください。
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（注）　上記２区分以外に成績評価結果とともに学生に告知される必要な関連情報があれば、適宜行を追加
　　　して記入してください。

区　　分 具体的措置

成績評価の基準
（採点のポイント等）

多くの科目において、試験後に講評会が開催され、そこにお
いて、試験問題に即して成績評価基準が明らかにされてい
る。

成績分布データ
学生に対して、成績評価及び同学年次生の中での成績席次
が通知されるとともに、成績分布データも学生に対して告知さ
れる。

成績評価についての説明を希望する
学生への説明の機会の設定

学生は、自己の成績C＋、C－又はF（平成23年度以前の入学
者については、C又はF）について、成績の通知を受けてから2
週間以内に所定の方式に従い、授業担当教員に対して説明
を求めることができることとしている。

教員間における
各授業科目の成績評価に

関するデータの共有

各授業科目の成績分布のデータは、学期ごとに集計の上、法
曹養成専攻教育会議において各教員に配布され、成績評価
基準についての共通の理解が教員間において得られるよう、
成績評価基準の意味、成績評価のあり方等について意見交
換が行われている。

（注）　上記２区分以外に成績評価の基準にしたがった成績評価が行われるための措置がとられている場
合
　　　には、適宜行を追加して記入してください。

（３）成績評価の結果に係る必要な関連情報の告知方法

（２）成績評価の基準にしたがった成績評価が行われるための措置等

区　　分 具体的措置
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具体的措置

採点をする教員に対しては、採点の客観性・厳正性を確保するために、試験答案は各担当教員に渡す際に
匿名化され、答案に付された整理番号で成績評価が行われたうえで、それを集計することとしている。

（注）　本文書作成年度の５月１日現在で、法科大学院として定めている一般的な方針を記入してください。

追試験 有
病気・事故その他のやむを得ない事由に
よる

（注）１．　再試験、追試験の制度がある場合は「制度の有無」欄に「有」、制度がない場合は「無」と記入して
　　　　　ください。
　　　２．　「受験資格」欄は規則、学生便覧の記載をそのまま記入してください。
　　　３．　再試験又は追試験において、成績評価基準等について期末試験（本試験）と異なる取扱いを定め
　　　　　ている場合は、その旨を「備考」欄に記入してください。

　　　②実施方法における配慮等

期末試験
（本試験）

当該科目を履修していること

再試験 無

不合格者に対する「再試
験」は実施していない（翌
年度において、当該科目
の再履修を求めている）。

（注）　上記２区分以外に成績評価結果とともに学生に告知される必要な関連情報があれば、適宜行を追加
　　　して記入してください。

（４）期末試験（本試験）・再試験・追試験

　　　①制度の有無及び受験資格

区分 制度の有無 受験資格 備考
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法学既修者 24 39 63 0.619

単位数

法学未修者 54 39 93 0.419

（注）１．　ＧＰＡを修了要件としている場合は、「ＧＰＡ」欄に具体的内容を記入し、修了要件としていない場合
　　　　　は、「無」と記入してください。
　　　２．　修了試験制度がある場合は「修了試験」欄に具体的内容を記入し、制度がない場合は「無」と記入
　　　　　してください。

※（５）においてＧＰＡ制度を設けている場合は、ＧＰＡの計算方法について以下の枠に簡
潔に記入してください。
【ＧＰＡの算出方法】：計算方法：（進級要件なのであくまで参考）
算出対象の科目は各年次における必修科目（未受験も含む）とする。Ａ＋は4.5点、Ａは４点、Ｂは３点、Ｃ＋は２点、Ｃ－は1.5点、Ｆは０点に換算す
る。なお、未受験の科目は０点に換算する。
ＧＰＡ＝{（Ａ＋評価の単位数×4.5）＋（Ａ評価の単位数×４）＋（Ｂ評価の単位数×３）＋（Ｃ＋評価の単位数×２）＋（Ｃ－評価の単位数×1.5）＋（Ｆ
評価の単位数×０）}÷必修科目の総単位数

（６）修了要件単位数に占める法律基本科目以外の単位数

区　　分
 法律基本
 科目の
 単位数

 法律基本
 科目以外
 の単位数

 修了要件
 単位数

 修了要件単位数に
占
 める法律基本科目以
 外の単位数の率

備　　　考

単位数
平成２５年度以降の入学者、平成２５年度以降に１年次であった者　９３単位
平成２２年度から平成２４年度までの入学者のうち上記以外の者　　９８単位

ＧＰＡ※

進級要件としているが修了要件にはしていない。
（1年次又は2年次の学生が、ＧＰＡが1.8未満の場合、次の年次に進級でき

ず、当該年度の履修単位がすべて無効とされる。）

修了試験 無

（５）修了要件

標準修業年限
（長期履修）

３年
（最大６年）
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（注）１．　「法律基本科目の単位数」、「法律基本科目以外の単位数」（修了要件単位数に占める法律基本
　　　　　科目以外の単位数）及び「修了要件単位数」欄については、修了に必要な単位数を記入してくださ
　　　　　い。
　　　２．　「法律基本科目の単位数」欄については、基準４－２－１（３）のただし書きに該当する単位数は含
　　　　　めないでください。なお、基準４－２－１（３）のただし書に該当する単位数がある場合は、その単位
　　　　　数を「備考」欄に記入してください。
　　　３．　「修了要件単位数に占める法律基本科目以外の単位数の率」欄には、修了要件単位数に占め
　　　　　る法律基本科目以外の単位数を修了要件単位数で割った値を記入してください。なお、端数につ
　　　　　いては、小数点第４位を切り捨ててください。（例：修了要件に占める法律基本科目以外の単位数
　　　　　が33単位、修了要件単位数が93単位の場合には、33÷93＝0.35483・・・≒『0.354』となります。）
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入学前の修得単位

本法科大学院入学前に本学又は他の大学の大学院において履修した授業
科目について修得した単位を、他の研究科、教育部及び本研究科の他の専
攻に属する科目について修得した単位と合わせて30単位を超えない範囲で、
法科大学院における授業科目により修得したものとみなすことができるがそ
の場合には厳格な審査を行うこととしている。なお、このような申請の例は、い
まだ存在しない。

法学既修者認定単位

法学既修者については、1年を超えない範囲で在学し、1年次の必修科目のう
ち法曹養成専攻教育会議の指定する下記の単位を取得したものとみなされ
る。この単位は、1年次配当の必修科目すべての単位にあたる。

平成２５年度以降の入学者：３０単位
平成２２～２４年度以前の入学者：３５単位

（注）　「取扱い」欄には、規則等に定められている内容を記入してください。

（７）入学後の修得単位、入学前の修得単位、法学既修者認定単位の取扱い

区　　分 取扱い

入学後の修得単位

法学未修者については、他の研究科、教育部及び本研究科の他の専攻に属
する科目を、あらかじめ法曹養成専攻長の許可を受けて履修した場合には、
それによって修得した単位は、12単位以内に限り、本法科大学院の選択科目
の単位に代わるものと認定され、修了要件となる単位数に算入できる。
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５．入学者選抜

法学既修者

第１段階選抜試験及び第２段階選抜試験によって実施している。第１段階選
抜試験では、法科大学院適性試験の成績、外国語の能力、学業成績によっ
て選抜する。第２段階選抜試験では、法学既修者においては、法律科目問題
３題を課す。

（注）　１．　本文書作成年度に実施する入学者選抜について記入してください。
　　　　２．　入学者選抜の実施方法、選考上の考慮要素、配点基準等について公開されているものを簡潔
　　　　　　に記入してください。

【教育研究上の目的】
本研究科法曹養成専攻専門職学位課程（法科大学院）は、社会に貢献する高い志と強い責任感・倫理感を
持ち、先端的法分野や国際的法分野でも活躍しうる、優れた法律実務家を養成することを目的とする。
【求める学生像】
社会に貢献しようという高い志をもって法律の学習に取り組み、法の体系・理論・運用を理解したうえで、法
的問題を解決するために自らの思考を発展させることのできる者。

（２）入学者選抜方法

区分 入学者選抜の実施方法、選考上の考慮要素、配点基準等

法学未修者

第１段階選抜試験及び第２段階選抜試験によって実施している。第１段階選
抜試験では、法科大学院適性試験の成績、外国語の能力、学業成績によっ
て選抜する。第２段階選抜試験では、法学未修者においては、総合問題２題
及び面接試験を課す。

（１）アドミッション・ポリシー
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（注）１．　本文書作成年度を含む過去５年度について、５月１日現在で記入してください。
　　　２．　「入学定員」欄には、法学未修者と法学既修者を分けて募集している場合、入学定員に括弧書き
　　　　　でそれぞれの募集人数を記入してください。（例：入学定員30人（未修：20、既修：10））
　　　３．　「競争倍率」欄には、受験者数を合格者数で割った値を記入してください。
　　  ４．　「入学定員超過率」欄には、入学者数を入学定員で割った値を記入してください。
　　　５．　「競争倍率」欄及び「入学定員超過率」欄については、小数点第３位を切り捨ててください。
　　　　　（例：合格者数が90人、受験者数が250人の場合の競争倍率は、250÷90＝2.777・・・≒『2.77』
　　　　　となります。）

入学定員超過率 0.92 0.96 0.95 0.95 0.95

入　学　者　数 ２２３人 ２３２人 ２２９人 ２２８人 ２２９人

競　争　倍　率 2.44 3.07 3.69 4.85 3.78

合　格　者　数 ２３７人 ２４０人 ２４０人 ２３９人 ２３８人

受　験　者　数 ５８０人 ７３９人 ８８６人 １，１６１人 ９００人

志　願　者　数 ６３８人 ８００人 ９１９人 １，２１５人 ９５４人

入　学　定　員

２４０人
（未修75）
（既修165）

２４０人
（未修75）
（既修165）

２４０人
（未修75）
（既修165）

２４０人
（未修75）
（既修165）

２４０人
（未修75）
（既修165）

（３）入学者選抜の実施状況

区　　　　　分 平成２６年度 平成２５年度 平成２４年度 平成２３年度 平成２２年度
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　　②入学者選抜における適性試験の取扱方針

（４）適性試験の運用方法

適性試験の成績が同試験総受験者の下位１５％以下の者は選抜の対象としないものとしている。このこと
は、中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会（平成24年3月7日第47回会合会議後確定資料）が
示す基本とする基準（「統一的な入学最低基準点については、総受験者の下位から15％程度の人数を目安
として、適性試験実施機関が、毎年の総受験者数や得点分布状況などを考慮しながら、当該年度の具体的
な基準点を設定すべきである」）に合致している。

（注）１．　本文書作成年度の５月１日現在における取扱方針について記入してください。
　　　２．　取扱方針の適用について例外等を定めている場合は、その内容を記入してください。
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６．修了者の進路及び活動状況

司法試験合格者数　※ 24 22

その他の特徴的な進路
公務員１

民間企業２

公務員２
企業法務２
民間企業４

外国の大学１

公務員１
民間企業１

司法試験出願者数　※ 55 67 66

司法試験受験者数　※ 67 66

標準修業年限での修了者数 49 52 66

修了率 0.72 0.77 0.77

（１）法学未修者

区　　　　　分 平成２５年度 平成２４年度 平成２３年度
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その他の特徴的な進路
公務員３

本学助教６

公務員１
本学助教６
民間企業１

東京大学助教３
東京大学博士課程１

（注）１．　「標準修業年限での修了者数」欄については、本文書作成前年度を含む過去３年度について、５
月
　　　　　１日現在で記入してください。なお、長期履修制度を利用して修了した者は含めないでください。
　　　２．　「修了率」欄には、「標準修業年限での修了者数」を当該学年の入学者数で割った値を記入してく
　　　　　ださい。なお、端数については、小数点第３位を切り捨ててください。（例：修了者数が38人、入学者
　　　　　数が41人の場合には、38÷41＝0.9268・・・≒『0.92』となります。）
　　　３．　「司法試験出願者数」欄については、当該修了年度の修了生のうち、司法試験に出願した者の数
　　　　　を記入してください。
　　　４．　「司法試験受験者数」欄については、「司法試験出願者数」のうち、司法試験を受験した者の数を
　　　　　記入してください。
　　　５．　「司法試験合格者数」欄については、「司法試験受験者数」のうち、司法試験に合格した者の数を
　　　　　記入してください。
　　　６．　「その他の特徴的な進路」欄には、法曹三者以外に、国家・地方公務員、企業法務関係等、修了
　　　　　者の進路で特徴的なものがあれば、把握できている範囲で、それらの進路ごとにその人数を記入
　　　　　してください。
　　　※司法試験出願者数、受験数、合格者数は直近の修了生

司法試験受験者数　※ 155 173

司法試験合格者数　※ 107 123

修了率 0.8 0.96 0.88

司法試験出願者数　※ 128 168 178

（２）法学既修者

区　　　　　分 平成２５年度 平成２４年度 平成２３年度

標準修業年限での修了者数 128 154 153
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（注）１．　該当年度に実施された司法試験の受験状況について、本文書作成年度を含む過去５年度の状況
　　　　　を、５月１日現在で記入してください。
　　　２．　「司法試験合格率」欄には、当該年度の「司法試験合格者数」を「司法試験受験者数」で割った値
　　　　　を記入してください。なお、端数については、小数点第３位を切り捨ててください。（例：合格者数が
　　　　　22人、受験者数が43人の場合には、22÷43＝0.5116・・・≒『0.51』となります。）
　　※　直近の修了生のみの数

司法試験合格率 0.55 0.51 0.5 0.48

司法試験合格者数 197 194 210 201

司法試験受験者数 357 379 416 411

司法試験出願者数 188※ 438 472 507 501

区　　　　　分 平成26年度 平成（25）年度 平成（24）年度 平成（23）年度 平成（22）年度

（３）司法試験合格率
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７．自己点検及び評価

自己点検・評価書の
公表年・月

平成２０年度以降毎年度

自己点検・評価書
の公表方法

本法科大学院のホームページに掲載

（注）１．　担当組織及び評価項目については、本文書作成年度の５月１日現在の、自己点検及び評価の実
　　　　　施体制及び評価項目を記入してください。
　　　２．　「自己点検・評価書の公表年月」については、作成・公表された直近の自己点検・評価書の公表年
　　　　　・月（表紙等に記載の上梓日等）を記入してください。

（１）自己点検及び評価の体制

担当組織

本法科大学院（法曹養成専攻）における教育水準・教育活動等の状況に関する
自己点検及び評価は、法曹養成専攻学務委員会（以下、「学務委員会」という）
が所管し実施している。

評価項目

学務委員会が定める評価項目（機構の評価基準が重点基準とするものを含み、
かつ、教育課程の編成、成績評価の状況、入学者選抜の状況、学生の在籍状
況、専任教員の教育上の指導能力及び配置の状況、修了者の進路及び活動状
況に関する内容を含む）について実施する。
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（注）１．　各欄については、本文書作成年度の５月１日現在で、本評価実施後に、法科大学院における自己
　　　　　点検及び評価の結果に基づいて実施した改善の事例について記入してください。
　　　２．　本文書作成年度の５月１日現在において、検討中であり、未だ改善の途上にある事項について
　　　　　は、現在の状況を「改善の事例」欄に記入し、「備考」欄に今後の見通し等についても記入してくだ
　　　　　さい。

自己点検及び
評価の結果

改善の事例 備　　考

該当なし 　

平成２６年５月７日
の法曹養成専攻
学務委員会におい
て自己点検を行
い、５月８日の教
育会議で報告予定
である。

（２）自己点検及び評価に基づく改善
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改善すべき点の対応状況

4

　成績評価の考慮要素について、一
部の授業科目において、平常点やレ
ポートの点数が一律満点となってい
るものがあるため、平常点やレポート
の成績評価の在り方について、全教
員に周知徹底する必要が
ある。

法曹養成専攻教育会議において、　成績評
価の考慮要素について、平常点やレポート
の点数を一律満点とすることがないよう再度
周知徹底をはかった。

4

　一部の授業科目において、成績評
価の考慮要素の合計点が当該法科
大学院で定められた基準の満点であ
る100 点を超えているため、考慮要
素の在り方について、全教員に周知
徹底する必要がある。

法曹養成専攻教育会議において、　成績評
価の考慮要素の合計点が本法科大学院で
定められた基準の満点である100 点を超え
ることがないよう再度周知徹底をはかった。

2

　その他の区分として開設されている
演習科目について、教育内容が法律
基本科目の内容と重複しないよう運
用を工夫するとともに、演習科目の在
り方についても検討するなどの改善
を図る必要がある。

法曹養成専攻教育会議において、その他の
区分として開設されている演習科目につい
て、教育内容が法律基本科目の内容と重複
しないよう再度周知徹底をはかった。

4

　一部の授業科目において、当該法
科大学院で定められた成績評価の基
準と異なる分布で成績評価が行われ
ており、また、受講者全員がＡ（Ａ＋を
含む。）評価とされているものもある
ため、成績評価の在り方について、
全教員に周知徹底する必要がある。

法曹養成専攻教育会議において、本法科大
学院で定められた成績評価の基準と異なる
分布で成績評価が行われることがないよう、
また、受講者全員をＡ（Ａ＋を含む。）で評価
することがないよう再度周知徹底をはかっ
た。

章 改善すべき点 対応状況 備考
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8

　一部の授業科目について、教育研
究業績等との適合性が認められない
教員がいるため、適切な教員を配置
する必要がある。

担当教員の教育研究業績との適合性を認め
られないという指摘があった基本科目演習
（５科目）について、評価基準を満たす担当
者の調達は、極めて困難であるという事情
から、平成２５年度に遡って廃止した。

（注）１．　「改善すべき点」欄は、評価実施時に「改善すべき点」として指摘された事項ごとに欄を区切り、
　　　　　第１章から第11章の順に記入してください。
　　　２．　「対応状況」欄については、評価実施時からの対応状況を古いものから順に記入してください。
　　　３．　未対応の事項について対応計画等があれば、「備考」欄に記入してください。


